
に 1990年度比 5.2％削減を目標とし，わが国の具体的数値目標は６％削減と決定した。これに伴い，持続的な発展が可能な社会の構築を目指し，「地球温暖化防止対策

推進法」や「循環型社会形成推進基本法」を制定すると

ともに，相次いでこれらの関連個別法を制・改定するこ

とにより，省エネルギおよび廃棄物の資源化促進・適正

処理を強力に推進する動が

1．鉄鋼業界の動向

っている。
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　鉄鋼連盟では，毎年この行動計画に対するフォロアッ
プを行っており，エネルギの消費量の削減状況を確認し
ている。2001 年度のフォロアップでは，
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